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このような ｢公表｣ と呼称される行為は, 不特定多数に一定の事項を発
99







































































すべき法的問題としては, 法律の根拠, 手続保障, プライバシー・個人情






























を試みるならば, ①障害者の雇用の促進等に関する法律 (以下, ｢障害者
雇用促進法｣ という｡) 47条は, 同法46条１項所定の障害者雇入れ計画に
つき ｢厚生労働大臣は, ……計画を作成した事業主が, 正当な理由がなく,
……勧告に従わないときは, その旨を公表することができる｡｣ として,
行政指導の不服従に関わる氏名等を含む一定事実の公表 (｢行政指導不服
従事実の公表｣ という｡) を規定し, また, ②小田原市市税の滞納に対す
る特別措置に関する条例６条２項前段は, 滞納処分手続着手後に行政サー
ビス停止等と併せて ｢市長は, 必要があると認めるときは, ……滞納者の
氏名, 住所その他必要と認める事項……を公表することができる｡｣ とし
て, 法律や条例による法的義務の違反に関わる氏名等を含む一定事実の公












……命令をしたときは, その旨を公表しなければならない｡｣ として, 措
置命令等といった不利益な行政処分をした事業者等の氏名等を含む一定事






合には, ｢農林水産大臣又は都道府県知事は, ……勧告をしたときは, そ
の旨を公表することができる｡｣ として, 行政指導をした事業者等の氏名











る｡ したがって, その行為の法的性質は, 行政作用法上の代表的な法概念
である行政行為その他の権力的行為のそれとは異なる｡ かかる行政行為と
は, 論者によってその定義は若干異なるが, 伝統的・通説的には ｢行政庁
が, 法に基き, 公権力の行使として, 人民に対し, 具体的な事実に関し法
律的規制をなす行為｣ であり
(16)





























害を加えたときは, 国又は公共団体が, これを賠償する責に任ずる｡｣ と
規定されるところ, 当該条文所定の各要件から導き出される法的問題とし
ては, 主として, まずは行政による制裁的公表が ｢公権力の行使｣ に当た
るか否かであり, 次に ｢過失｣ ないし ｢違法性｣ の成否, が挙げられる｡
なお, 後述するように, 行政による制裁的公表は, その違法性の判断の中
に過失の要件が統合され, 両要件の成否は一元的に判断される傾向にある｡




























































あり, もし, 右事実が真実であることが証明されなくても, その行為者に
おいてその事実を真実と信ずるについて相当の理由があるときには, 右行
為には故意もしくは過失がなく, 結局, 不法行為は成立しないものと解す






して, 当該基準によれば, 行政による公表が, 公共の利害に関し, 公益目
的で行なわれ, かつ, 公表内容に真実性ないし真実と信ずるについての相
当性がある場合には公表に違法性は無いとされることになる｡ 但し, 民事

















































ては, 公表の目的の正当性をまず吟味すべきであるし, 次に, 公表内容の









の法理｣ を明確に排除したものが現れた｡ そして, 当該基準は ｢比較衡量
の法理｣ と呼ばれ
(35)





よる公表が, 公共の利害に関し, 公益目的で行なわれ, かつ, 公表内容に
真実性・相当性が存在する場合であっても, 公表が不必要ないし不相当で






































理｣ と ｢比較衡量の法理｣ の双方が選択的かつ排他的なものなのか, ある
いは公表による摘示事実の真実性あるいは真実と信ずるについての相当性
が双方の中核的な要素であるから双方はそもそも親和的であるかについて







決結果が異なることになる｡ よって, 裁判所が, 双方どちらの判断基準を
用いるかは判決結果に差を生むことになるように思われ, そうであるから
こそ裁判所が双方どちらを選択するかには大きな関心を生じさせる｡
そして, 上記のような裁判例の流れの中, 近時, 国賠法１条１項上の違
法を職務上の注意義務に違背するか否かによって判断する ｢職務行為基準
説｣ に立つことを明らかにしつつ, その具体的な違法性判断の基準を, こ



















































検討するならば, これまでの ｢真実性・相当性の法理｣ による公表による
摘示事実の真実性あるいは真実と信ずるについての相当性を主たる争点に























体及びその構成員 (以下 ｢Ｙ｣ という｡ 原告, 控訴人, 被上告人｡) が,
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尾道市立小学校に民間から赴任したＰ校長が在任１年足らずで自死した事
件に関し, 広島県教育委員会 (以下 ｢県教委｣ という｡) 及び尾道市教育
委員会 (以下 ｢市教委｣ という｡) がそれぞれ作成した調査報告書の公表
によって名誉を毀損されたなどとして, 広島県及び尾道市 (以下 ｢Ｘ｣ と
いう｡ 被告, 被控訴人, 上告人｡) に対し, 国賠法１条１項に基づく損害
賠償等を求める事案である｡
Ｐ校長は, 平成14年３月末まで, 銀行副支店長の職にあったが, 県教委
による選考を経て, 同年４月１日, 尾道市初の民間人校長の１人として市
立小学校長に採用され, 高須小の校長を命じられた｡ Ｐ校長は, 平成15年
３月９日, 自らの非力で迷惑をかけたことをわびる趣旨の遺書を残し, 高
須小内で自死した (以下, この事件を ｢本件事件｣ という｡)｡
県教委は, 本件事件の原因解明と適正な再発防止策の検討のため内部に
調査委員会を設置し, 同年５月９日付けで ｢尾道市立高須小学校問題の調
査結果について｣ と題する報告書 (以下 ｢県報告書｣ という｡) を作成し
た｡ 市教委も, 本件事件の原因究明のため内部に調査委員会を設置し, 同
日付けで ｢尾道市立高須小学校問題調査結果について｣ と題する報告書
(以下 ｢市報告書｣ といい, 県報告書と併せて ｢両報告書｣ と総称する｡)
を作成した｡ 両報告書は, 同日, 公表された｡
両報告書は, いずれもＰ校長が教職員や PTAへの対応に苦慮していた
こと, 教頭が相次いで休職したこと, うつ病を悪化させたこと等の本件事




第一審は, 両報告書の公表行為については, その公表方法 (両報告書作













































































いとして, 本件公表の違法性を認めた｡ 一方, 本判決は, 経過記述部分に



















段 (方法及び態様) といえるか否かなどの点を総合的に検討して, 社会通
念上許容しうるか否かを判断すべきである｡｣ として違法性判断に ｢比較
衡量の法理｣ を用いるとしつつ, ｢本件公表行為については, その公表方











も, 本件公表の違法性を認めなかった｡ 一方で, 本判決は, 公表により得
られる利益と生じる不利益を比較衡量することや手続保障を検討すること




様に ｢真実性・相当性の法理｣ を用いて判断しており, 真実性の証明を主
たる争点として原審との判断に差が生じた｡ また, 本件の第一審は, 違法
性の判断基準として ｢比較衡量の法理｣ を用いているからして, その点が
異なるものの, 裁判所の判断は結局のところ同じように本件公表に違法性
を認めなかった｡
















にはなり得ない｡ よって, 本判決は, 行政による公表の事案において最高











また, さらに, 本判決以降, 違法性の判断基準を, これまで用いられてい





















り, ｢比較衡量の法理｣ は, 加害活動と被侵害法益との価値の比較, 代替
手段との比較, 手続保障を考慮要素として総合的に判断するものであり,
違法性判断の枠組みとして, より相応しいように思われる｡ 特に, 名誉権
























る ｢真実性・相当性の法理｣ は, 行政主体の公表活動の違法性判断に相応
しくなく, また, ｢真実性・相当性の法理｣ あるいは ｢公務員の調査検討
の懈怠｣ によって判断することは, 公表内容が真実であれば良いあるいは
そう考えるのが相当であればそれで良いという単純なものであり, ｢比較
















近時において問題となっている, いわゆる ｢ブラック企業｣ への制裁を目
的とした公表である｡ このように, 変化する行政需要に対応して行政によ
























(２) ｢公表｣ の定義としては, 例えば, 吉国一郎ほか編 『法令用語辞典』
(学陽書房, 第９次改訂版, 2009) 266頁は, ｢一般国民若しくは一定地
域の住民又は少なくとも不特定多数の人々が知ることのできるように,
一定の事項を発表することをいう｡｣ とする｡
(３) 行政上の公表活動は多岐に渡っており, その目的別に, ①不正・不
当な行為の事前防止 (例としては, 政治資金の公表など), ②行政の透
明化・オープン化 (例としては, 監査結果の公表など), ③公的な認知
(例としては, PFI事業の実施方針の公表など), ④被害の拡大防止・警
告 (例としては, 悪徳リフォーム業者名の公表など), ⑤住民参加の前







と８つに分類することができる (当該分類については, 平谷英明 ｢｢公
表｣ についての一考察｣ 地方自治695号 (2005) 111～112頁を参考とし





(有斐閣, 第４版, 2011) 177頁は, 国や地方公共団体による情報公開制

















ある旨を指摘するものとして, 加藤幸嗣 ｢行政上の情報提供・公表｣ 芝
池義一ほか編 『行政法の争点』 (有斐閣, 第３版, 2004) 41頁, 紙野健
二 ｢行政指導｣ 室井力ほか編 『行政手続法・行政不服審査法』 コンメン
タール行政法Ⅰ (日本評論社, 第２版, 2008) 240～241頁, 南博方＝高
橋滋編 『注釈行政手続法』 (第一法規出版, 2000) 317頁のそれぞれを参
照のこと｡ 情報提供の意味合いと義務履行の機能を併せもつ場合がある












(８) 行政上の制裁の概念は, 直接の名あて人に義務を課したり, その権利
を制限するものに限定する考え方や, 義務違反を理由とせずに行われる
不利益な措置を制裁には含めないとする考え方もある (制裁概念の多義
性については, 宇賀・前掲注(４)235～237頁以下, 田中成明 『法的空間』







我が国だけではなく, 米国においても行政による ｢制裁｣ (Sanction)




検討課題としたい｡ なお, 米国における先行研究としては, Ernest
Gellhorn, Adverse Publicity By Administrative Agencies, 86 HARV. L.
REV. 1380 (1973) 参照のこと｡
(10) 行政による制裁的公表に対する法的研究が幾つか存在している｡ 例え
ば, 阿部泰隆 『行政法解釈学Ⅰ』 (有斐閣, 2008) 598頁以下, 川神裕
｢法律の留保｣ 藤山雅行＝村田斉志編 『行政争訟』 新・裁判実務大系第
25巻 (青林書院, 改訂版, 2012) 7 頁以下, 北村喜宣 『行政法の実効性
確保』 (有斐閣, 2008) 73頁以下のそれぞれを参照｡ また, 拙稿 ｢行政
による制裁的公表の法的問題に関する一考察｣ 東海法学40号 (2008) 75
頁以下, 同 ｢判批｣ 桃山法学15号 (2010) 361頁以下, 同 ｢行政による
制裁的公表に関わる公務員法上の守秘義務違反の法的問題に対する一考
察｣ 桃山法学16号 (2010) 29頁以下, 同 ｢判批｣ 桃山法学18号 (2011)
77頁以下, 同 ｢判批｣ 桃山法学19号 (2012) 105頁以下, 同 ｢行政によ
る制裁的公表の処分性に関わる法的問題に対する研究｣ 桃山法学20・21
合併号 (2013) 287頁以下, 同 ｢判批｣ 桃山法学26号 (2017) 253頁以下,
同 ｢判批｣ 桃山法学26号 (2017) 299頁以下のそれぞれを参照のこと｡
(11) 行政による制裁的公表の処分性に対する法的研究としては, 拙稿 ｢行
政による制裁的公表の法的問題に関する一考察｣・前掲注(10)75頁以下,





















成20年９月９日 LEX/DB (文献番号28142122) 参照｡
(16) 田中二郎 『行政法総論』 (有斐閣, 1957) 262頁｡ 杉村敏正 ｢行政行為｣
杉村敏正編 『行政法概説総論』 (有斐閣, ３訂版, 1988) 95頁, 田中二
郎 『新版行政法上巻』 (弘文堂, 全訂第２版, 1974) 104頁のそれぞれを
参照のこと｡
(17) 杉本良吉 『行政事件訴訟法の解説』 (法曹会, 1963) 12頁｡ 同書は,
権力的行為としての事実行為のことを ｢事実行為的処分｣ という｡
(18) 最判昭和39年10月29日民集18巻８号1809頁 [1810頁]｡













(23) ｢奈良民商事件｣ 最一判平成５年３月11日民集47巻４号2863頁 [2868












2869頁) とした｡ ｢非嫡出子住民票続柄記載事件｣ 最一判平成11年１月






が相当である｣ とし, 国の事務処理要綱の ｢その定めが明らかに法令の
解釈を誤っているなど特段の事情がない限り, これにより事務処理を行
うことを法律上求められていたということができる｡｣ (同50頁) とした｡












て, なんらかの義務違反を責任要件とする ｢義務違反的構成｣ と対置さ
れる場合がある (芝池義一 『行政救済法講義』 (有斐閣, 第３版, 2006)
244～246・248頁の注(７)参照｡)｡ しかしながら, これらは明確に区分
されているわけではないようである (この点につき, 宇賀克也 『国家補
償法』 (有斐閣, 1997) 54頁以下, 塩野宏 『行政法Ⅱ』 (有斐閣, 第５版
補訂版, 2013) 313頁以下, 藤田宙靖 『行政法Ⅰ (総論)』 (青林書院,
第４版改訂版, 2005) 499頁以下のそれぞれを参照のこと｡)｡
(26) ｢署名狂やら殺人前科事件｣ 最一判昭和41年６月23日民集20巻５号
1118頁 [1119頁]｡ なお, 五十嵐清 『人格権法概説』 (有斐閣, 2003) 48
頁は, 当該判例を ｢不動の判例｣ と評している｡




につき, ｢真実性・相当性の法理｣ によって, 東京都による名誉毀損に






[187頁] は, 警察白書に, 北朝鮮工作員の指示を受けてヨーロッパ等で
調査活動に従事した旨を書かれた女性が, 名誉毀損として国を訴えた事
案につき, ｢国民の知る権利 (別の言い方をすれば, 国家機関の広報活






(28) 最大判昭和44年６月25日刑集23巻７号975頁 [977頁]｡ なお, ｢署名狂





(29) 行政による公表の違法性判断について ｢真実性・相当性の法理｣ を用
いることに批判的ないし疑問を呈する旨の見解としては, 阿部泰隆 ｢判
批｣ 判自236号 (2002) 117頁, 久保茂樹 ｢判批｣ 自研79巻１号 (2003)
129頁, 鈴木秀美 ｢判批｣ 法時75巻12号 (2003) 120頁, 瀬川信久 ｢判批｣
判タ1107号 (2003) 72頁, 松井茂紀 ｢名誉毀損判決の動向｣ 判タ598号
(1986) 125頁のそれぞれを参照｡ また, 中立性を求められる行政による
論評についても, 論評ないし批判を任務とするマスメディアの場合とは
異なる旨を述べるものとして, 山田卓生 ｢行政当局による公表と名誉毀
損｣ ジュリ789号 (1983) 84頁のそれぞれを参照のこと｡
(30) ｢新・ゴーマニズム宣言事件｣ 最一判平成16年７月15日民集58巻５号










(35) 瀬川・前掲注(29)72頁は, 当該違法性の判断枠組みを ｢比較衡量の法




の有無, 相当な方法, を挙げている｡ 先の裁判例①の控訴審である, ②
東京高判平成14年５月22日訟月50巻６号1683頁は, 摘示された事実につ
いての真実性の証明ないし行為者が真実と信ずるについての相当の理由
の存在, 必要性, 発表内容, 方法, を挙げている｡ ③大阪地判平成14年




号541頁は, 公表の目的の正当性, 公表内容の性質, 公表内容の真実性,
公表方法・態様, 公表の必要性と緊急性, を挙げている｡ ⑤東京地判平
成13年５月30日判時1762号６頁は, 公表行為が法律の趣旨に沿った行為
か, 公表の必要性ないし合理性, 公表方法の相当性, を挙げている｡ 先
の裁判例⑤の控訴審である, ⑥東京高判平成15年５月21日判時1835号77









(36) 佃克彦 『名誉毀損の法律実務』 (弘文堂, 第２版, 2008) 326頁, 吉田
和夫 ｢判批｣ 判時1968号 (2007) 206頁のそれぞれを参照のこと｡
(37) 瀬川・前掲注(29)72頁は, ｢比較衡量の法理｣ の内容としては, 加害
活動と被侵害法益との価値の比較, 代替手段との比較, 手続保障, を挙




(38) 井上繁規 ｢判批｣ 法曹会編 『最高裁判所判例解説民事篇 平成５年度
(上) (１月～３月分)』 (法曹会, 1993) 377～378頁は, 国賠法１条１項
上の ｢違法性の有無は, 行政処分の法的要件充足性の有無 (取消訴訟に
おける違法性) のみならず, 被侵害利益の種類, 性質, 侵害行為の態様
及びその原因, 行政処分の発動に対する被害者側の関与の有無, 程度並
びに損害の程度等の諸般の事情を総合的に判断して決すべき｣ とする｡
(39) 阿部・前掲注(29) ｢判批｣ 117頁は, 行政による公表は, ｢行政処分の




(41) 前掲注(27)のそれぞれの裁判例に加えて, 近時, 行政による公表の事
例において ｢真実性・相当性の法理｣ が用いられたものも存在している｡
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例えば, ①京都地判平成15年８月22日 D1－Law (28082620), ②岡山地
判平成25年12月20日 D1－Law (28221113), ③東京地判平成27年３月10
日 LEX/DB (文献番号25525060), ④津地判平成28年８月18日 LEX/DB
(文献番号25543794), ⑤横浜地判平成29年３月30日 LEX/DB (文献番
号28251312) のそれぞれを参照｡
(42) 最三小判平成22年４月27日判自333号22頁参照｡









































して, 本件全証拠によっても, 本件実名発表の時点において, かかる事
情に変更があったことはうかがわれない以上, 本件実名発表について,
上記相当性の抗弁が認められるとはいえない｡｣ として, 相当性の抗弁






(44) 潮見佳男 『不法行為法Ⅰ』 (信山社, 第２版, 2009) 181頁, ｢嬰児変
死事件｣ 最一小判昭和47年11月16日民集26巻９号1633頁のそれぞれを参
照｡



















(56) 本判決以後に ｢真実性・相当性の法理｣ あるいは ｢比較衡量の法理｣
のそれぞれを用いる判決が出されることについては, 前掲注(35), 前掲
注(41)のそれぞれを参照のこと｡
(57) 本判決の判例評釈である, 関述之 ｢判批｣ 行政判例研究会編 『平成22





千葉労働局長が是正指導をしました｣ (2017年５月19日) (http : // chiba-
roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp / library / chiba-roudoukyoku /houdou /souken /
2016519151112.pdf) (2017年６月22日確認) 参照｡
(59) 朝日新聞2016年12月27日東京本社朝刊１面参照｡
(60) 国土交通省ウェブページ ｢事業者の行政処分情報検索｣ (https : //
www.mlit.go.jp / jidosha / anzen /03punishment / cgi-bin / search.cgi) (2017年
６月15日確認) 参照｡
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